



Centre d’information et d’orientation）との連携によって実施されるという特色をもつ。図 1は，進路
指導行政における CIOの位置を示したものである。1971年の設置以来，CIOはその施設に多くの若
者を受け入れると共に，前期中等教育機関であるコレージュ，および後期中等教育機関であるリセと





























（collège George-Brassens）と職業リセ・ブレイズ -サンドラ校（lycée professionnel Blaise-Cendras）








　　　 “Personnels d’encadrement”, http://www.education.gouv.fr/pid50/personnels-d-
encadrement.html （2007.1.25）.




















表 1　 COPが重視する活動 
（1：全く重要でない／ 2：あまり重要でない／ 3：重要である／ 4：非常に重要である）
活動の内容 評価 活動の内容 評価
a. 進路面談の実施 3.85 i. 外部の連携パートナーとの会合の組織 2.59
b. 教育チームに対する技術的助言 3.19 j. 教員など連携パートナーの訓練 2.56
c. 学級評議会への参加 3.17 k. 電話･メールによる質問への回答 2.49
d. 集団での体系的な情報提供の組織 3.16 l. 職業フォーラムの組織 2.47
e. 個人の心理学的総括 2.96 m. 企業訪問･研修の組織 2.16
f. 文書資料の作成 2.82 n. 集団での心理学的評価 1.81
g. 「進路への教育」における集団活動 2.66 o. 雇用探索の技術的助言 1.80
h. グループ活動の活性化 2.63
出典：ACOP-F, CNAM-INETOP, Les Activites professionnelles des conseillers d’orientation psychologue, pp. 58–59.
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２．制度的活動　―「進路指導手続き」と教育チームの支援―
校務として制度に組み込まれた COPの仕事は，大きく 2つに分類することができる。第 1に生徒
の進路を振り分ける「進路指導手続き」（les procédures d’orientation）への参加（表 1の c, f），第 2























1. 個別的性質（individuel）をもち 1対 1で行われる活動 3.10 a ／ e／ k
2. 制度的性質（institutionnel）をもつ活動 2.71 b ／ c ／ f／ i／ j
3. 集団的性質（collectif）をもち，グループで実施される活動 2.41 d ／ g／ h／ l／ m／ n／ o












































































が COPを認知しているかわからないと回答したリセの担任教員は 30～ 40％にも上る。
３．集団的活動　―進路情報の提供と「進路への教育」―
進路相談を中心とする個別的活動に力を入れる COPにとって，集団的活動に対する意識は必ず
しも高いとはいえない。しかしながら，進路情報の提供（表 1の d）や「進路への教育」（EAO: 

































とを目的に，「進路への教育」の核として選択科目「職業発見」（DP: la découverte professionnelle）
が導入された（37）。「職業発見」には，全ての生徒を対象とした DP3（週 3時間配当）と学習困難な生


























他方，「1996年調査」によると，学校長の約 70～ 90％が COPの活動は学校側の要求に合致して
いるとみなしているのに対し，担任教員の回答は教育段階によって異なる（44）。各学校の最終学年で
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